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経 済 産 業 省 

 

制定 ２０２２０５３０保局第１号  

令和４年６月１０日 

 

改正 ２０２３０３２０保局第２号  

令和５年３月２０日 

 

電気事業法施行規則第５０条第３項第９号の解釈適用に当たっての考え方 

 

 

 

 

 

経済産業省大臣官房技術総括・保安審議官 

 

 

 

 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号。以下「法」という。）第４２条第１項に規定す

る保安規程（以下「保安規程」という。）の記載事項については、電気事業法施行規則（平

成７年通商産業省令第７７号。以下「省令」という。）第５０条第１項において、事業用電

気工作物であって、一般送配電事業、送電事業、配電事業又は発電事業（法第３８条第４項

第５号に掲げる事業に限る。）の用に供するものと、それ以外の事業用電気工作物（すなわ

ち、特定送配電事業又は発電事業（法第３８条第４項第５号に掲げる事業以外のものに限る。

以下同じ。）の用に供する事業用電気工作物及び自家用電気工作物（発電事業の用に供する

もの及び小規模事業用電気工作物を除く。以下同じ。））に区分し、保安を一体的に確保する

ことが必要な組織ごとに定めることとしている。特定送配電事業又は発電事業の用に供する

事業用電気工作物及び自家用電気工作物の設置者の定める保安規程については、省令第５０

条第３項に掲げる事項について記載することが求められ、自主保安活動を行う上での基本的

なルールを設置者自らの責任において適切に定めるべく、同項第９号について下記のように

記載されることが必要である。 

なお、本内規に定める保安規程の記載事項は、経済産業省が、本内規の制定時において、

特定送配電事業又は発電事業の用に供する事業用電気工作物及び自家用電気工作物の保安

確保に必要と考える標準的記載事項である。 
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記 

 

 

サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成２６年法律第１０４号）第２

条に規定するサイバーセキュリティをいう。）を確保するため、次に掲げる事業用電気工作

物の種類ごとにそれぞれに定められたところにより適切な措置が講じられることが必要で

ある。また、次に掲げるもののほか、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安

を行う上で設置者の判断により必要となるものについて記載することが必要である。 

 

１．特定送配電事業又は発電事業の用に供する事業用電気工作物 

① スマートメーターシステムにおいては、日本電気技術規格委員会規格ＪＥＳＣ Ｚ

０００３（２０１９）「スマートメーターシステムセキュリティガイドライン」によ

ること。 

② 電力制御システムにおいては、日本電気技術規格委員会規格ＪＥＳＣ Ｚ０００４

（２０１９）「電力制御システムセキュリティガイドライン」によること。 

 

２．自家用電気工作物 

遠隔監視システム及び制御システムにおいては、「自家用電気工作物に係るサイバ

ーセキュリティの確保に関するガイドライン（内規）」（令和４年６月１０日付け２

０２２０５３０保局第１号）によること。 

 

 

附 則（２０２２０５３０保局第１号） 

１ この規程は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に設置され、又は設置のための工事に着手している電気工作物で

あって電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）第５０条第１項第２号に掲

げるものは、この規程の施行後に行う変更の工事によって電気設備の技術基準を定める省

令の一部を改正する省令（令和４年経済産業省令第５１号）による改正後の電気設備に関

する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第５２号）第１５条の２が適用される

までの間については、この規程にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（２０２２０５３０保局第１号） 

この規程は、令和５年３月２０日から施行する。 


